
 

 

 

2020 年９月 23日 

各  位 

会 社 名  株 式 会 社 イ ン サ イ ト 

代 表 者  代 表 取 締 役 社 長   浅 井  一 

コード番号  2172 札幌証券取引所 アンビシャス 

問 合 せ 先  執 行 役 員 管 理 部 長  美 濃 孝 二 

電 話 番 号  011-233－2221（代表） 

 

連結子会社の第三者割当増資に関するお知らせ及び当社一部引き受けに関するお知らせ 

 

 当社は 2020 年９月 23 日開催の取締役会ならびに、連結子会社である「たまかわ未来フ

ァクトリー株式会社」（以下、たまかわ社という）が同日開催の株主総会において、たまか

わ社が第三者割当増資を実施することならびに当社がその一部を引き受けることを決議い

たしましたので、以下のとおりお知らせいたします。これに伴い、当社の同社株式の保有

割合は 100％から 60％となる予定であります。なお、当社の連結子会社の異動には該当い

たしません。 

 

記 

 

１．第三者割当増資の目的  

 たまかわ社は当社が展開しております、地方創生事業や観光インバウンドを中心とした

官公庁事業において、ふるさと納税に関するコンサルティングサービスの提供のために

2018 年９月に福島県石川郡玉川村に設立し、事業を推進してまいりました。当社グループ

の広告・マーケティング事業の基本理念は、クライアントと共に考え、共に行動し、より

効率的な広告戦略をイメージし、クライアント企業にとっての最高のマーケティングパー

トナーを目指す地域密着であります。このたび福島県石川郡玉川村地域における当該事業

が軌道に乗り始めましたので、より一層、地域との繋がりを磐石にし、地域の産業振興な

らびに自治体の事業を更に大きくするために、地元企業と連携し地方創生事業の拡充を図

るために第三者割当増資を行うことといたしました。 

 

２．調達資金の使途 

 たまかわ社は、福島県石川郡玉川村周辺の地元企業として、地方創生事業を展開してお

り、今回の第三者割当増資の引受先である地元企業との協業による事業拡大に向けた運転

資金に充当する予定であります。 

 

３．たまかわ社の概要（2020 年６月 30日現在） 

（１） 名  称 たまかわ未来ファクトリー株式会社 

（２） 本 店 所 在 地 福島県石川郡玉川村大字中字山ノ根 23番地１ 

（３） 代 表 者 代表取締役 浅井 一 

（４） 事 業 内 容 広告・マーケティング事業 

（５） 資 本 金 500 千円（発行済数式数 50 株） 

（６） 設 立 年 月 日 2018（平成 30）年９月 26 日 

（７） 出 資 比 率 当社 100％ 

 



（８） 当該会社の最近３年間の財政状況及び経営成績         （単位：千円） 

 2019 年６月期 2020 年６月期 

純資産 △219 2,406 

総資産 3,951 11,988 

売上高 13,330 28,255 

営業利益 △642 2,285 

経常利益 △665 3,233 

当期純利益 △719 2,626 

注）当社は 2018 年９月 26 日設立であるため 2019 年６月期から掲載しております。 

 

４．第三者割当増資等の内容と割当先 

（１）発行予定株式総数 普通株式 450 株 

（２）払込金額 4,500,000 円 

（３）増資後の資本金の額 5,000,000 円 

（４）払込日（予定） 2020 年９月 25 日 

（５）割当先 当社         札幌市中央区        250 株 

株式会社福島エンヤ  福島県石川郡玉川村     50 株 

株式会社八幡屋      福島県石川郡石川町          50 株 

有限会社野本観光バス 福島県石川郡石川町     50 株 

株式会社アメリカ屋  福島県郡山市        50 株 

 

５．増資後の持株数及び比率 

株主名 持株数 持株比率 

株式会社インサイト（当社） 300 株 60％ 

株式会社福島エンヤ 50 株 10％ 

株式会社八幡屋 50 株 10％ 

有限会社野本観光バス 50 株 10％ 

株式会社アメリカ屋 50 株 10％ 

 

６．日 程 

（１）当社 取締役会決議日 2020 年９月 23日 

（２）たまかわ社 株主総会決議日 2020 年９月 23日 

（３）払込期日 2020 年９月 25日 

 

７．今後の見通し 

 今回の増資による当期（2021 年６月期）の当社グループ連結業績に与える影響は軽微で

あります。 

なお、業績見通しに重要な影響を与える見込みが生じた場合には、速やかにお知らせい

たします。 

 

以上 


